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教員一人一人のカリキュラム・マネジメントに向けた実践的研究 

―分析・改善を意識した組織的な取り組み―  
古谷 成司 

富里市教育委員会 
 
 

	 次期学習指導要領改訂において、カリキュラム・マネジメントが重視され、管理職のみならず全ての

教職員がその必要性を理解するとともに、学校教育目標の達成に向けて、日々の教育活動についてもカ

リキュラム・マネジメントを意識しながら取り組む必要があるとしている。しかし、カリキュラム・マ

ネジメントという言葉が小学校学習指導要領の解説編に初めて登場したのが 2008 年の総合的な学習の
時間の解説編であり、教員にとって未だなじみが薄い状況である。そこで、教員や学校が抱える課題や

悩み、自らを高めたい内容に対して PDCA を中心としたカリキュラム・マネジメントの手法で組織的に
解決を図る取り組みを行った。その結果、課題解決の経験を通じて教員の中に「課題に対して分析し改

善策を立て実行する」という姿勢が身についてきた。  
	 キーワード：マネジメントサイクル、PDCA、次期学習指導要領改訂  

	

	

1.	問題の所在	

	

1.1.	カリキュラム・マネジメントについて 
「カリキュラム・マネジメント」という言葉が教育界で知

られるようになったのは、中央教育審議会答申（2003）1

であり、この中で「校長や教員等が学習指導要領や教育課

程についての理解を深め、教育課程の開発や経営（カリキ

ュラム・マネジメント）に関する能力を養うことが極めて

重要である」とされた。 
	 カリキュラム・マネジメントとはどういうものを指すの

だろうか。 
中留・曽我（2015）は、「カリキュラムマネジメントと

は、学校の裁量権の拡大を前提として『学校の教育目標を

実現するために、教育活動（カリキュラム）と条件整備活

動（マネジメント）との対応関係を、組織体制と組織文化

を媒介として、PDS（PDCA）サイクルによって、組織的、
戦略的に動態化させる営み』のことである2。」としている。 
	 このことから、カリキュラム・マネジメントは、学校の

教育目標をよりよく達成するという目的で行われており、

そのために、学校全体でカリキュラムを実行し、評価・分

析し、改善していくものであるととらえることができる。 
	 中央教育審議会答申（2008）では、「各学校においては、
このような諸条件を適切に活用して、教育課程や指導方法

等を不断に見直すことにより効果的な教育活動を充実さ

せるといったカリキュラム・マネジメントを確立すること

が求められる3」とされ、より一層の充実が求められるよ

うになってきた。そして、文部科学省（2008）で「計画、
実施、評価、改善というカリキュラム・マネジメントのサ

イクルを着実に行うことが重要である4」と記載され、学

校現場にも少しずつこの言葉が入り込むようになってき

た。 
	 清水（2011）は総合的な学習の時間におけるカリキュ
ラム・マネジメントの事例として、東京都荒川区立第三中

学校にて総合的な学習の時間の中核にキャリア教育の実

践を行っている5。同校では『社会人・職業人・地域人』

としての生徒の自立を目標とし、校長の明確なビジョンと

強力なリーダーシップのもと進められた。5日間の「勤労
留学」という職場体験学習を取り入れ、全教育活動の中に

キャリア教育の視点を盛り込み、カリキュラム・マネジメ

ントを取り入れて指導方法を工夫し、成果を上げた。この

ことについて、田村（2011）は「先の目標の達成に向け、
すべての教育活動をキャリア教育の視点からとらえ直し、

各活動を『つながり感』あるものへと体系化した。カリキ

ュラムマネジメントではつながり（目標・内容・方法上の

連関性、組織運営上の協働性）が基軸であると述べてきた

が、本実践はまさにそれを具現化している。6」としてお

り、『社会人・職業人・地域人』としての生徒の自立とい

う目標達成に向けた総合的な学習の時間におけるカリキ

ュラム・マネジメントについて好評価をしている。 
	 このように成功例がある一方で、総合的な学習の時間に

おいてカリキュラム・マネジメントが各学校に浸透し、十

分に実践がなされるようになってきたとは言い難い。各学

校の総合的な学習の時間の年間指導計画をみると招聘す

るゲストティーチャーや時期が決められている等単元計

画が固定化されている。これは、学習が進むにつれて子ど

もの興味関心が変化したとしても、それに合わせてゲスト
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ティーチャーを招聘したり、校外での学習を仕組んだりす

るとなると担任として相当な時間と労力が必要となるこ

とが固定化の要因の一つとなっていると考える。 
	 こうした現状から、次期学習指導要領改訂に向けて、よ

り具体的な内容を議論する段階に入っており、文部科学省

（2015）においてもカリキュラム・マネジメントが取り
上げられている7。この中でカリキュラム・マネジメント

を行うにあたって、「教育内容の質の向上に向けて、子供

たちの姿や地域の現状等に関する調査や各種データ等に

基づき、教育課程を編成し、実施し、評価して改善を図る

一連の PDCAサイクルを確立すること」といった PDCA
サイクルが重要視されている。 
「カリキュラム」という言葉は教員にとってなじみが薄く、

学校現場では「教育課程」という言葉で表現されてきた。

教育課程とは、学校教育の目的や目標を達成するために、

教育の内容を子どもの心身の発達に応じ、授業時数との関

連において総合的に組織した学校の教育計画のことであ

る。 
	 では、教育課程の編成と実施において、学校ではこのよ

うな PDCAサイクルがなされていないのだろうか。 
図 1は学校で行われている教育課程を編成し、実施し、

評価して改善を図るといった PDCA サイクルを表すもの
として筆者が作成した。学校においてはこのサイクルを確

立することによって、最終的に学校教育目標の達成につな

げようと努めている。 
 

 
小学校で行われている一般的な PDCA で考えると、教

育課程の編成は P（計画）にあたる。計画立案の中心的な
役割を担っているのは教務主任である8。2 月頃から翌年
度の教育課程の編成にあたるのが一般的である。 

 D（実施）は新たな年度に入って授業や学校行事等を
実施することにあたる。この役割を担っているのは教員全

員になる。 
C（分析・評価）は、計画に従って実施した授業や学校

行事等の分析・評価となると、例えば、研究授業後の授業

検討会や 1 月頃に実施する学校評価を実施することにあ
たる。 

研究授業については、年に 1人 1、2回授業公開するの
が一般的であり、授業後に研究協議会で校外から招聘した

講師や校内の教員により授業内容や指導方法について分

析を行っている。 
また、学校評価については年に 1、2回教員一人一人が

評価項目に対して自己評価し、その評価を集計して、副校

長や教頭、教務主任が中心となって分析している学校が多

い。評価項目については、学校教育目標の達成度だけでな

く、様々な教育活動や教育環境等も含まれている場合が多

い。 
こうして分析した内容から評価し、改善策を立てていく。

改善策を立てるにあたっては教育課程を検討する会議を

設けて実施している学校が少なくない。改善策のたたき台

をつくるのは主に教務主任が中心となっている。 
A（改善）は教育課程を実行してみて、評価や分析をし

た内容をもとに実際に改善していくことである。先に述べ

た研究授業や学校評価等で分析した内容を改善し実行に

あたっている。この役割を担っているのは教員全員になる。 
このように考えると、P（計画）と C（分析・評価）の

中心は教務主任であり、教員一人一人に委ねられているわ

けではないことがわかる。教職員全体が PDCA サイクル
に深く関わっているとはいえない。 
吉冨（2014）は「教師にとって教育課程は、ともすれ

ば校長など管理職が中心になって編成して教育委員会に

届け出るものであると考えられがちであり、身近なものと

いう意識が薄いところがある。9」と教職員が教育課程へ

の関わりが薄いと指摘している。やはり、カリキュラム・

マネジメントにおいては、教職員全体が強く関与していか

なければならないと考える。このことについては、吉冨

（2014）も「しかし、今日、学習指導要領は大綱化・弾
力化が図られる中で、学校として校長の指導の下、教職員

全体が協働して適切な教育課程を編成・実施することが教

育の質を高める上で不可欠であることを強く意識する必

要がある。10」と指摘しているところである。 
先にカリキュラム・マネジメントの事例として東京都荒

川区立第三中学校を挙げたが、小学校においては広島県東

広島市立入野小学校の事例を紹介する。当校は教科横断型

のカリキュラム・マネジメントを実践している11。校内研

修でカリキュラム・マネジメントの意義や必要性を説くと

ともに、指導計画の書式を統一して、どの教育活動も同じ

視点から計画・評価できるしくみの作成に取り組み、カリ

キュラム・マネジメントに取り組んでいった。このことを

教職員全体で行ったことで、学校が目指す方向性や、各単

元の意義についての理解が深まったとしている。吉冨の主

張にあるように教職員全体の協働により教育の質を高め

ていくことができるように考える。 
さて、文部科学省（2015）では、「こうした『カリキュ

ラム・マネジメント』については、管理職のみならず、全

ての教職員が責任を持ち、そのために必要な力を、下記（2）
に示す支援方策等を通じて、教員一人一人が身に付けられ

図 1	PDCAサイクルの図	

学校教育目標の達成に向けて 
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るようにしていくことが必要である12」としており、学校

全体にカリキュラム・マネジメントを機能させていくには

教員一人一人にカリキュラム・マネジメントを行うことを

求めている。	

また、田村（2011）は「ひとたび教室に入れば教師の
裁量が大きい。だからこそ学校では、一人ひとりの教師が、

学校としての目標やカリキュラムを十分に理解し納得す

ることが必要である。その上で、主体的自律的に取り組む

ようにマネジメントしなければならない13」としている。

図 2はカリキュラム・マネジメントの全体像14を示したも

のであるが、カリキュラムの PDCA の中にさらに単元や
授業の PDCA を行うようになっており、教員一人一人が
カリキュラム・マネジメントを担っていることがわかる。	

	

	

	 関野（2006）は小学校において言葉による表現力を伸
ばすためのカリキュラム・マネジメントモデルの実践のま

とめの中で、「一人ひとりの教員が各教科でどのような実

践をし、自己評価しているかをまとめる作業が必要である。

15」としており、教員一人一人のカリキュラム・マネジメ

ントの必要性を述べている。	

	 学校全体として行うカリキュラム・マネジメントのあり

方については先の事例にあるように様々あるが、教員一人

一人のカリキュラム・マネジメントの必要性は述べられて

いるものの、「教育課程企画特別部会	 論点整理」におい

てもその手法について具体的に示されているわけではな

い。そこで、教員一人一人のカリキュラム・マネジメント

に注目した事例を探ってみた。	

	 江口（2005）は自ら作成した学級担任レベルのカリキ
ュラムマネジメントモデルをもとに、若手教員を対象に高

い実践力を持つ中堅教員の総合的な学習の時間の授業を

分析させるワークショップを実施している。この中堅教員

がいかに子どもの実態を踏まえて、総合的な学習の時間の

目標や課題、内容、活動を決定し、その実現のためにどの

ように具体的な手立てを打っているのか、学習環境を整備

したり、保護者や地域住民、専門家との連携を図ったりし

ているのか、一つ一つを意味づけつつ、相互に関連を図り

ながら学んでいる。このことにより、「研修を通して、ひ

とつひとつの授業と育てたい子ども像とのつながりや教

育活動を見つめる視点、また、自分の教育活動における課

題の発見など教師としての力量を向上させると共に、カリ

キュラムマネジメントの考えを基盤に徐々に学校として

取り組むことの意味や自分の意見や役割を理解できるよ

うになってきたといえる。16」と述べており、若手教員の

変容がうかがえる。	

	 江口実践は総合的な学習の時間をもとにしてカリキュ

ラム・マネジメントの考えを身につけさせていっているが、

日常の中では総合的な学習の時間以外にも様々な教育活

動がある。日常の教育実践の中で教員一人一人にカリキュ

ラム・マネジメントの考え方を身につけることができるよ

うにするにはどのようにすればよいのだろうか。	

いきなり教員一人一人にカリキュラム・マネジメントを

行うように指示しても、教育課程における PDCA サイク
ルを教員一人一人が全て行うのは困難を伴うであろう。P
（計画）である教育課程の編成は、単に各学年の教科の年

間指導計画を立てることだけでなく、行事等を含めた学校

の教育活動全体について計画を立てることから、教員一人

一人に計画すること自体を委ねることは難しいのである。

したがって、PDCA 全てを教員一人一人に委ねるのでは
なく、P（計画）は教務主任を中心に行い、その意図を十
分に理解した上で、DCA（実施・分析評価・改善）を一
人一人がマネジメントしていくものととらえることがで

きる。	

つまり、教員一人一人によるカリキュラム・マネジメン

トとは、各々が子どもたちに対して日々学習指導や生徒指

導を行うなかで出てきた課題から、状況を分析・評価し、

それにより改善策を講じて、新たな実践を積み重ねていく

ことではないかと考える。	

そして、こうした教員一人一人のカリキュラム・マネジ

メントが学校全体として望ましいカリキュラム・マネジメ

ントにつながっていくのであろうと考える。	

	 では、教員一人一人がカリキュラム・マネジメントを意

識して進めていくにはどのようにすればよいのだろうか。	

富里市教育委員会の専門家チームによる巡回相談では、

精神科医師や臨床発達心理士等心理の専門家が特別な支

援を要する子どもの様子を参観したり担任に話を聞いた

りしながら該当の子どもの指導についてアドバイスをす

る事業を実施している。こうした専門家は、「こういう時

は、お子さんはどのような様子ですか。」といくつかの状

況を示して子どもの反応を担任から聞き取ることを必ず

行い、行動分析から対策についてアドバイスしている。	

以前筆者が、ある若年層の担任から発達障害傾向にある

子どもの指導方法について教えてほしいという依頼を受

けた。実際に担任が指導する場面を参観させてもらった。

教室に入ったときに、担任が子どもたちにクイズを出して

いた。全員が元気よく手を挙げていた。担任はある子ども

図 2 カリキュラム・マネジメントの全体像(田村) 
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を指名して答えを発表させた。すると、該当の子どもが癇

癪を起こし始めた。休み時間になり、担任に癇癪を起こし

た理由を尋ねたところ、理由が思い当たらないとの返答で

あった。そこで、癇癪を起こすときはどのようなときかを

担任に尋ねていき、該当の子どもの癇癪を起こす場合から

発達障害特有の傾向が見えてきた。そして、今回の行動に

ついては、担任が子どもを指名する場面で「いい姿勢の子

どもを指そうかな？」と言い、そのため該当の子どもは精

一杯背筋を伸ばし、いい姿勢になって頑張ったが、他の子

どもを指名したので癇癪を起こし始めたのではないかと

私なりの分析を伝えた。発達障害を有する子どもによく見

られる現象であるが、担任が「いい姿勢をした子どもは指

名する」という言葉が該当の子どもにインプットされてし

まった。しかし、指名されなかった。学級に 30名もいれ
ば指名できるのは 1 名なのであるから 1 名しか発表でき
ないのは当然であるのだが、それをこうした子どもは納得

できないのである。もちろん私の分析が絶対に適切である

とはいえないであろう。ただ、担任は子どもの行動を看取

りながら分析していき、そこから改善策を考えようとする

ところまでは至っていないと考える。	

様々な経験を経ることで、適切な改善策を講じていける

ようになるかもしれないが、教員一人一人がカリキュラ

ム・マネジメント、特に、分析・評価・改善を行うことが

できるようになるためには意図的に何らかの組織的な対

策が必要であるのではないだろうか。	

	 2011年 11月、バレーボールの女子世界選手権で日本チ
ームは、32 年ぶりの 3 位となり銅メダルを獲得した。こ
のときに話題になったのは、代表監督の真鍋政義氏がタブ

レット端末を手に持って選手に声をかけ続けていた姿だ

った。緊迫した試合中でも、監督は試合中に刻々と変わる

様々なデータを閲覧し、分析しながら、スパイクの調子が

よい日本チームの選手に球を集めたり、レシーブが苦手な

相手の選手を攻めたりするなど、具体的な指示を送ってい

た17。 
	 また、プロ野球球団の北海道日本ハムファイターズは過

去にダルビッシュ有選手がメジャーリーグに移籍。この他

にも小笠原道大選手等様々な主力選手の退団があった中

でも、常に優勝争いをしてきた。北海道日本ハムファイタ

ーズが、戦力がダウンしたにもかかわらず、優勝争いを続

けているのは 2005年から導入している「ベースボール・
オペレーション・システム」といわれている。同システム

で選手個々の能力、現場の意見を踏まえて分析することに

より、失った戦力の穴埋めを行うとともに近い将来起こり

得るチーム編成上の問題点から補強を行っていった。その

結果、大物選手が抜けても大きな戦力ダウンもなく、安定

して常に上位争いに絡むことが可能となった。 
このように、スポーツ界において現状を分析し、そこか

ら対策を講じることで好ましい結果を生むことが着目さ

れるようになってきた。 
学校教育においても分析し対策を講じる効果を実感す

ることができれば、教員一人一人がカリキュラム・マネジ

メントを行うことにつながるのではないだろうか。 
	 そこで、本研究では、小学校において教育活動に対して

分析し改善策を講じることを積み重ねて効果を実感させ、

教員一人一人が自らの教育活動において自ずとカリキュ

ラム・マネジメントにつなげることをねらいにして進めて

いくこととする。	

	

2.	研究の目的と方法	

	

2.1.	研究の目的	

	 教員や学校が抱える課題や教員個々の研修ニーズを組

織的に解決する実践を通して、教員一人一人のカリキュラ

ム・マネジメントにつなげることができるかを研究してい

く。	

	

2.2.	研究の方法	

本研究では、教員や学校が抱える課題や教員個々の研修

ニーズに対して分析し、改善策を立てて解決に導く実践を

行い、その後の教員の対応について観察及び聴き取り調査

を実施する。考察にあたっては観察したり聴き取ったりし

た内容を分析し、教員一人一人のカリキュラム・マネジメ

ントにつなげることができたかを明らかにする。なお、研

究にあたっては、千葉県内の A 小学校での実践をもとと
する。	

	

3.	教員一人一人によるカリキュラム・マネジメ

ントを身につけるための視点	

	

	 教員一人一人がカリキュラム・マネジメントを身につけ

ていく一つめの視点として、まず目の前にある子どもたち

等に関して学校が抱える課題をカリキュラム・マネジメン

トの手法によって解決することが挙げられる。合田

（2015）は、カリキュラム・マネジメントの重要なポイ
ントとして、「特別な経営管理手法を確立しなければ、と

大上段に構える必要はなく、目の前の子どもたちの現状を

把握・ケアしつつ、日々の指導が『何のためか』を問い、

共有するための先生方の間の日常的なコミュニケーショ

ンこそカリキュラム・マネジメントの土台だという点です

18」と述べており、その課題は教員が学校として解決しな

ければと思っているものであることが必要である。課題が

解決したときの成就感は大きいからである。そのときに用

いたカリキュラム・マネジメントの考え方は以降にも生か

されていくと考える。	

	 二つ目の視点として、教員一人一人の悩みやニーズを解

決することである。教員一人一人には指導方法がうまくい

かないといった悩みがあったり、研修を積みたい内容があ

ったりする。こうした悩みやニーズにもカリキュラム・マ

ネジメントの考え方で応えていけるようにしていく。	

そして、三つ目の視点として日々の教育活動の中で無理
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なく行えるということである。「無理なく行える」という

のは大事なキーワードである。その日の授業や行事等の教

育活動全体を振り返り、分析し、改善策を練り、それを実

行に移していくという PDCA サイクルを日々行えれば理
想である。しかし、小学校の教員に放課後そのような時間

が確保されているわけではない。保護者からの電話の対応

や調査・報告等に追われる時間が多く、その日の自身の教

育活動の振り返りをするとなると相当な超過勤務になる

可能性が高い。	

	 平成 26 年 6 月末に新聞やテレビ等多くのメディアで
「日本の教師は世界一多忙」といった見出しで取り上げら

れていたのが記憶に新しい。これは､経済協力開発機構

（OECD）が実施した「国際教員指導環境調査	（TALIS）
201319」の結果をもとにした報道である。当調査は OECD	
加盟国等 34 の国や地域が参加しており､日本では､全国	
192	の中学校で校長192名と非正規を含む教員3521名が
参加している。日本が当調査に参加するのは今回が初めて

である。当調査によると仕事時間の合計が日本は 1 週間
あたり53.9時間と参加国中最も長い。週5日勤務なので 1
日あたり約 10.8時間である。これは参加国平均の 38.3時
間の 1.4倍の長さである。2位のアルバータ（カナダ） が
48.2時間なので 5時間以上も長い。	
	 こうした現状もあり、教員が心の病で休職に入る場合も

増えてきた。文部科学省（2014）によると教員数が 
919,253 名で、病気休職者は 8,277 名、うち 5,045 名が
精神疾患による休職となっている20。病気休職者のうち精

神疾患者の割合は 59.5％で 6 割を超えており、増加傾向
にある。	

	 理想を追い求めるがために超過勤務の時間が増え、逆に

心身の障害を来しては本末転倒である。繰り返しになるが

「無理なく行える」というのが大事であると考える。	

では、「無理なく行える」とはどういうことなのか。そ

れは、分析したり、改善策を立てたりすることをできるだ

け効率よく行うことができるということであろう。そうす

れば、多忙化に陥らずにカリキュラム・マネジメントの手

法を用いて授業改善や学校改善を行うことができるであ

ろう。	

	 この三つの視点をもとにして、組織的に個々の教員を支

えながらカリキュラム・マネジメントを推進していく体制

をつくっていき、最終的にカリキュラム・マネジメントを

身につけることができるようにしていきたい。	

	

4.	教員一人一人のカリキュラム・マネジメント

に向けた組織的な取り組みの実際	

	 	

教員一人一人に対して、そもそもなじみの薄いカリキュ

ラム・マネジメントの実施を呼びかけても、自主的に実行

するとは考えづらい。カリキュラム・マネジメントという

難しい言葉を用いるのではなく、自然な形で、日々の教育

活動を振り返り、見直し、新たな対策を講じることが目の

前の子どもにとってプラスに働くという経験が必要であ

ると考える。	

	 そこで、先程の三つの視点を取り入れながら、以下のよ

うに組織的にカリキュラム・マネジメントを実施し、そこ

から日々の教育活動の中でも教員一人一人がカリキュラ

ム・マネジメントを実践できるようにすることとした。	

	

4.1.	子どもや学校が抱える課題の解決	

（1）清掃における課題を解決する取り組みから	
	 経験2年目の教員Aが職員会議での情報交換の時間21に

自分の学級の清掃がきちんとできていないと訴えた。この

学級だけでなく、他の学級でも同じような状態が見られた。

そこで、清掃主任が 3日間清掃時間にすべての清掃場所を
見て回り、清掃がきちんとできていない理由について分析

した。清掃の取り組み方に関する課題・清掃場所の人数に

関する課題・清掃用具に関する課題という 3つの観点で分
析した。この分析結果をもとに、生徒指導会議を開催し、

全教員で校内で統一した清掃の取り組み方を決定すると

ともに、清掃場所の人数を変更し、必要な清掃用具を即購

入した。この生徒指導会議の翌日、清掃の取り組み方が劇

的に変わった。どの教員もその変わりように驚いた。	

	 課題を見つけ、その課題が起きている原因を分析し、対

策を考える。そうすると、このように劇的に状況が好転す

る。これは組織的なカリキュラム・マネジメントととらえ

ることができる。	

	 このときのことについて週案の反省欄に以下のような

記述があった。問題提起をした教員 A は「清掃のどこが
よくないかを見つけ出して、そこからみんなで解決方法を

話し合うことで、こんなに学校全体の清掃の様子が変わる

とは思わなかった。」との記載があった。	

また、経験 3 年目の教員 B は「清掃についての話し合
いでは、それぞれの課題や思いを出し合い、一つ新たな解

決策を見い出せたと感じた。これが『習慣化』され『伝統』

になれば、落ち着きや生活態度がガラリと変化するのでは

ないだろうか。」との記載があった。	

2名の若年層教諭の反省から、この取り組みをカリキュ
ラム・マネジメントと特別に銘打たなくとも、こうした劇

的な変化を生んだ経験により課題分析やそこから対策を

講じることの重要性をとらえることができていたようで

ある。	

(2)特別な支援の取り組みから	
発達障害を有する子ども（以降 C 児とする）が落ち着

いて学習や生活ができるようにするためにどのようにし

たらよいかと担任や特別支援教育コーディネーターがそ

の指導方法について悩んでいた。このことについても同様

に分析し、改善策を講じるという対応を取った。C 児が
様々な不適応行動を起こした内容について記録を取り、特

別支援教育の専門家の指導を仰ぎながら C 児についての
今後の指導の方向性について検討した。その結果、まず担

任と特別支援コーディネーターが保護者と面談を実施す
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る。次に、C児に対して心理検査を実施し結果通知の中で
医療機関の診察を勧める。そして、保護者や医療機関と連

携しながら C 児に対して対策を全教員で協議した。対策
の重点となったのが行動をほめることにより、その行動が

望ましい行動であることを認識させ、継続してその行動が

できるようにしていくことにして実行に移した。「ほめる

べき行動」と「ほめ方」については、行動分析と改善策の

繰り返しであった。	

例えば、発達障害の子どもにおいてはこだわりが強く、

時間割を変更するとペースが乱される傾向があるので C
児が登校してきたら自閉症・情緒障害児学級の担当教員が

その日のスケジュールを示すこととした。そして、スケジ

ュール表の中にその時間、教室で学習ができたらシールを

貼ることにして、教室から外に出ないで授業を受けること

が「よいこと」であるという認識をさせるようにしていっ

た。毎日のことなので、教室で順調に過ごせる日もあれば

そうでない日もある。それを記録にとった。ある程度期間

が経ってから順調に過ごせる日とそうでない日の違いを

担任や特別支援コーディネーター等関係者で分析したと

ころ、担任が出張等で朝から不在になる日と朝が忙しくス

ケジュールを示すのが遅くなってしまった日が教室から

外に出てしまうことが多かった。担任が不在になる日は予

め C 児に伝えることやスケジュールの提示は確実に行う
ことを確認した。	

また、授業中注意をすべき行動をしたときには、声に出

して注意せずに図 3 のようなカードを示して視覚的に訴
えることで C 児はその行動を止めることが多くなった。
この他にも、行動分析から様々な改善策を講じて、C児は
次第に落ち着いていった。当然ではあるが、この落ち着き

ぶりに全教員が驚いていた。	

	

	

図 3の左下のカードは全校集会でも効力を発揮した。体
育座りをしていない低学年の子どもたちの前で担任が何

も言葉を発せずにこのカードを示すとみんなが体育座り

になるのである。したがって、落ち着いた雰囲気で全校集

会を行えるようになったのである。	

同じようにこうしたカードを高学年の授業の中で試し

たところ、カードを見せても効果は上がらなかった。この

カードを使った教員は、「絵カードが幼稚すぎたかもしれ

ない。学年や発達段階によってカードの絵も変えていく必

要があるかもしれない」「カードを出すタイミングといっ

た提示の仕方を工夫する必要があったのではないか」とい

った分析をしていた。	

このように、発達障害を有する子どもの課題から原因を

探り、分析し改善策を講じようとする動きが学校全体に出

てきた。授業中席についてはいられるがなかなか落ち着か

ずにいる自閉傾向のある子どもがいた。そこで、習熟度別

で少人数指導を行っている教科にて、図 4のように衝立を
置いてその子どもの机の周囲を囲うことにした。視覚的な

情報をできるだけ与えずに学習に集中できるような環境

を整えたのである。	

すると、他の子どもよりも集中して学習に臨めるように

なった。その他にも自閉傾向のある子どもにはこの方法を

試すようになっていった。当然のことではあるが効果があ

る場合と効果が出ない場合がある。その場合も原因を分析

するようになっていった。	

	

	

(3)学校評価の課題に対する取り組みから 
	 学校評価を行う際に、同時に保護者や子どもたちに学校

に関するアンケートを実施している。これは多くの学校で

行われている。そもそも学校評価は教職員の自己評価を中

心に行うものであるが、そこに保護者や子どもたちに対し

て教育活動に関するアンケート調査を行うことにより、学

校評価の妥当性を図るための参考にしている。例えば、「あ

なたはわかりやすく授業を進めていますか」という設問に

対して教員が高い自己評価をしたとしよう。子どもに「授

業はわかりやすいですか」という設問に対して「はい」と

答える割合が高ければ教員の自己評価の妥当性は高くな

る。また、その逆もあり得るがアンケート調査の結果はあ

くまでも参考ではある。 
	 こうしたアンケート調査から様々な課題が見えてくる

図 4 視覚的な情報を遮断するための衝立	

図 3 特別支援教育用指導カード	



授業実践開発研究 第 9巻（2016） 

 67 

場合がある。この学校の場合、「担任は学力を向上させる

ために努力していますか」という保護者のアンケート調査

の項目に対して、「わからない」と答えた割合がある学級

において全体の 4 分の 1 であった。この割合が「努力し
ていない」であれば、担任としては更なる学力向上の取り

組みを充実させなければならないと考えるが、「わからな

い」では対処方法に困る。そこで、「わからない」との回

答の割合の多さはなぜかを職員会議で分析した。そして、

担任が行っている日頃の教育活動が保護者に伝わってい

ないのではないかという結論に達した。 
	 そこで、毎月初めに発行している学級だよりの内容を大

幅に変更することにした。それまでの学級だよりは、時候

の挨拶に始まり、該当月の行事予定や学習する単元、予定

している行事の内容や持ち物等を掲載していた。 
	 しかし、保護者にとって時候の挨拶がそれほど必要とは

思えない。行事予定は学校だよりに全ての学年の分の行事

予定を載せてしまえばよい。その月に学習する単元も特に

保護者が知りたいとは思いづらい。行事の内容や持ち物は

行事が近づいたときに文書で知らせれば済む。このように

考えていくと、これまで掲載していた学級だよりには必ず

載せなければならない内容とは思えないことがわかる。 
したがって、学級だよりを一新し、こうした内容を省略

し、学習している様子や担任が意図するところを伝えるこ

とが「わからない」と回答する保護者の割合を減らすこと

ができるのではないかと考えた。学級だよりを出していな

かった教員が翌年出し始めたことによって、その教員に対

して保護者アンケートにおける「わからない」と評価する

割合が 13％から 3％へと大幅に減少した。 
	 教員 E は学級だよりを一新したことについて聞き取り
をしたところ「保護者から学級の中での子どもたちの様子

がよく伝わってきたという意見や先生が力を入れて指導

していることがわかってよかったという意見があり、これ

まで保護者が知りたいと思う内容を伝えてきていなかっ

たのだと改めて考えさせられた」と述べた。 
	 このように、アンケートの調査結果を分析し、改善策を

講じていくことにより、課題が解消していくことが教員に

わかってきた。特に、この取り組みを始めてから学校への

保護者からの苦情はほとんどなくなり、教員が多忙感を感

じる保護者の対応に時間を割かれることは少なくなった。 
(4)教育活動マニュアルの作成、検討の取り組みから 
	 学校では教科学習だけでなく毎日何らか行事等の教育

活動が行われている。例えば、交通安全教室であったり、

敬老会への参加であったりと様々な教育活動を行ってい

る。これら全ての教育活動について、表 1にあるようにそ
の目的や実施に至るまでに準備する内容や実施方法等を

細かに記載した、80 ページを超える教育活動のマニュア
ルを作成した。 
作成の中心は教頭であったが、マニュアルを案の段階で

全教職員に提示して熟読させ、各教職員から修正すべき箇

所について意見を求め、マニュアルを完成させていった。

マニュアルを作成した目的は、学校で行われている教育活

動は全ての教職員が同じ意識で取り組むことが効果があ

ると考えたからであった。たとえ 1年生単独の行事であっ
ても 6年生担任も知ることにより、1年生に向けて励まし
等の声かけができるであろう。 
マニュアルを作成し、全教職員で内容を検討したことに

ついて教員 F に聴き取りをしたところ、「1 年間の学校の
活動の流れがわかり、どういう意図で各学年の学習や行事

が行われているのかをつかむことができてよかった。」と

述べた。 
	 教員一人一人にカリキュラム・マネジメントを求められ

るとはいっても、最終的には学校全体のカリキュラム・マ

ネジメントにつなげていかなければならない。教員個々で

動くのではなく、協働的に学校運営に関わっていくには、

学校全体の教育活動を教員一人一人の目で点検し、改善し

ていく取り組みは必要であると考える。 
	

	

4.2.	教員が抱える悩みや研修ニーズへの対応	

(1)人事評価を活用する取り組みから	
平成 23年 4月施行の「千葉県市町村立学校職員の人事

評価に関する規則22」により、千葉県では業績評価23と目

標申告制度24が実施されている。 
業績評価とは、評価者である管理職（校長・副校長・教

頭）が評価項目別の評価要素（能力・意欲・実績）ごとに

教職員を評価することで、教職員一人一人の優れている点

や改善を要する点などをきめ細かく把握し、その結果を教

職員にフィードバックし、教職員を育てるという視点で行

われるものである。具体的には、管理職が授業や学級の様

子、校務分掌の仕事ぶりを参観し、それを評価して教職員

表 1	教育活動マニュアル	
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に指導するというものである。	

	 とはいえ、管理職が前触れも無くいきなり授業を参観に

行き、その授業についてコメントしても担任の心情として

は不快に感じることが予想され、業績評価がかえって逆効

果を生むものと考えた。そこで、週指導計画案にどの授業

が参観可能かを担任が予め示しておき、その授業を参観す

ることにした。	

	 授業参観後にじっくりと当該教職員と話す時間がもて

ればよいのだが、先にも述べたように教職員の多忙化を招

くことは避けたいので短時間で済ませることにした。よか

った点については端的にその内容を伝え、改善した方がよ

いと思われる点については内容を伝える前に指導の意図

を尋ねることにした。「なぜあの場面で◯◯という発問を

したのか」「どうして△△について話し合わせたのか」と

いうように自らの指導について分析をさせるようにした。	

	 このように分析する視点をもたせることにより、教員一

人一人にはっきりと目に見える指導力の向上は見られた

わけではないが、学習指導案上には指導の意図を書き記さ

れるようになってきた。例えば、体育科のマット運動で後

転の指導において、以前は「後転しやすくするためにマッ

トの下に跳び箱の踏み切り板を置く」といった記述が学習

指導案で見られたが、次第に「後ろに回るスピードを付け

やすくするために踏み切り板をマットの下に引くように

する」というような自らの指導の意図をより明確にするよ

うになってきた。	

また、教員個々の週指導計画案25の反省欄の記述にも悩

みだけでなく自分なりの分析や改善の取り組みが見られ

るようになってきている。例えば、教員 D は体育のサッ
カーの授業におけるドリルゲームで各チームの点数の開

きが大きくなり、ゲームに対する意欲が低下していること

を課題に感じていた。このことについて反省欄に、「みん

なでパスを回すことができたらボーナス点を与えるとい

うルールにしてみた。すると，同じ人ばかり触るのではな

く，子どもたちが意識的にみんなにボールを回すようにし

ていたのでよかった。また，3-1 ルールというのを作り，
子どもたちの考えたルールで進めることにした。そうする

ことで，点数にも大きな開きがなく，いい勝負が毎回でき

るようになった。」とあり、課題に向き合い、対策を講じ

ようとしている。 
こうした反省に対して、主に管理職がコメントを書き込

む。コメントを書く際に心がけているのが、本人なりに分

析し、そこから工夫したことに対して努力を認めるように

することである。教員はそれぞれ課題や悩みを抱えながら

日々実践している。その課題や悩みに向き合い、その教員

自身の解決に向けた取り組みを認めることはカリキュラ

ム・マネジメントを進めていく一助となっていると考える。 
(2)個別研修の取り組みから	
先に述べた人事評価に関する規則に目標申告制度があ

る。これは、学校教育目標に関連させて、職員が自らの職

務上の目標を設定し、職務遂行の状況を自ら管理し、年度

末に職務遂行の状況や達成状況について自己評価し、その

成果や課題を明確にすることにより次年度以降の自らの

職務上の目標の設定に生かすというものである。この過程

において、校長は職員と面談する機会を多く設け、適切な

指導・助言を行うことになっている。 
	 設定する目標には「学習指導」「学級経営・生徒指導等」

「学校運営」「能力開発」といった観点があり、それぞれ

の観点に対して一つ一つ自らの目標を設定していく。設定

した目標をもとや日頃の悩み事等を勘案して、教員一人一

人の研修ニーズを把握し、研修したいことについて個別の

研修を取り入れた。これは、教員一人一人が自ら力量を高

めようとするには校内研究の形よりも一人一人が高めた

い内容に合わせた個別研修の方が望ましいと考えたから

である。	

	 個別研修を実施するにあたっては必ず講師を付けたマ

ンツーマンでの指導にした。講師には授業を 1時間参観し
てもらい、次の時間に教員は直接指導を受けた。授業を参

観してもらう前に、課題が何かを講師に伝えて、その箇所

を中心に指導を受けることとした。講師から本人が抱いて

いる課題に対して、なぜうまくいかないのかを具体的にア

ドバイスをもらうことができた。時には指導を受けた次の

時間に再度授業を実施する等、前向きな姿勢がみられた。

例えば、教員 E は社会科の授業がうまくいかないという
悩みがあった。授業の導入段階では子どもたちも活発に授

業に参加している様子がうかがえるが、後半の段階になる

と意見の偏りが見られた。このことを講師に伝え、社会科

の授業を行ったがやはり同様のことがこの授業でも起き

た。調べたことや考えたことを発表する場面で子どもの意

見をうまくつなげて課題解決に導いていないことが原因

であるとの指摘を受けた。教員 E は次の時間に授業の続
きを行うことを申し出て、指摘された内容をもとに授業改

善を行った。 
こうした個別の研修は自らが課題意識をもち、うまくい

かない理由を探ろうとするカリキュラム・マネジメントに

つながる意識の醸成になったのではないかと考える。	

	 
5.	研究の考察 

 
	 本研究により、教員や学校が抱えていた課題を分析し、

そこから改善策を講じたことにより、課題が教員の想像以

上に解決に導くことができたことから場当たり的に課題

を解決しようとするのではなく PDCA サイクルを意識し
た課題解決が効果的であることが自然に理解されていっ

た。 
	 また、人事評価を活用して、教員が抱える悩みや研修ニ

ーズを管理職が把握し、そこに PDCA サイクルを意識し
た課題解決を取り入れることにより、自らの悩みを解決し

たり、指導力の向上を図ったりすることができた。 
	 このように、分析し改善していく効果を教員個々が感じ
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たことは、教員のカリキュラム・マネジメントにつながる

取り組みであったと考える。 
最後に、三つ目の視点としてあげた「無理なく行う」こ

とについてであるが、当校は学校の一番多忙な時期である

4、5月の平均退勤時刻が 18時 10分前後であり、先程紹
介した「国際教員指導環境調査	（TALIS）2013」の結果
では 1 日当たりの平均残業時間が 10.8 時間である。1 時
間以上も早く退勤していることから、無理なく行えている

といえるであろう。 
さらに、教員が教育活動を分析し、その課題から改善策

を講じる取り組みにおいて、管理職はもちろんのこと、清

掃主任、特別支援コーディネーター、外部講師等がカリキ

ュラム・マネジメントにつながるようなリーダーシップを

発揮していることがわかる。 
	 そして、そのリーダーシップのとり方で、教員自身が現

状を分析したり、課題に対して改善策を講じたりする営み

が自ずとできていることがわかる。 
	 つまり、次期学習指導要領において、教員一人一人がカ

リキュラム・マネジメントを実行していくにはカリキュラ

ム・マネジメントを進めるリーダーが重要な要素の一つで

あると考える。 
 

6.	本研究の成果と課題	

	

6.1.	成果	

日常の教育活動において、課題について分析し、改善策	

を立て、実行する取り組みを組織的に仕組むことで、教員

一人一人が日常の教育活動において課題に思えることや

自分自身の指導方法について悩みに感じていることに対

して、課題の解決に向けて分析し、対策を講じることがで

きるようになってきており、自らカリキュラム・マネジメ

ントしていく姿勢が身につくことがわかった。	

	

6.2.	課題	

年間通じて意図的、計画的に教員一人一人のカリキュラ

ム・マネジメントの能力を向上させるにはどのようにした

らよいかが課題である。 
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